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第 58 回全国大学保健管理協会北海道地方部会研究集会日程 

 

 

日  程 

 

（１）開会式  13：00～13：20 

    挨 拶  当番大学 帯広畜産大学副学長            栁 川   久 

         全国大学保健管理協会北海道地方部会代表世話人 

         北海道大学保健センター長・教授           橋 野   聡 

 

（２）講演Ⅰ  13：20～14：20 

    演 題  「種々の抗ウイルス性物質の新型コロナウイルス感染制御対策への応用を 

目指した基礎研究」 

    講 師  帯広畜産大学グローバルアグロメディシン研究センター 

助教  武 田 洋 平 

    座 長  旭川医科大学保健管理センター長・教授        川 村 祐一郎 

 

＜休 憩＞ 14：20～14：30 

 

（３）講演Ⅱ  14：30～15：30 

演 題  「帯広畜産大学の社会貢献 生殖補助医療によるセラピーホースの生産育成」 

    講 師  帯広畜産大学グローバルアグロメディシン研究センター 

教授  南 保 泰 雄 

    座 長  北見工業大学保健管理センター長・教授        奥 村 貴 史 

 

＜休 憩＞ 15：30～15：40 

 

（４）研究発表 15：40～16：40 

    座 長  帯広畜産大学保健管理センター長・教授        川 畑 秀 伸 

 

（５）閉会式  16：40～ 

    挨 拶 全国大学保健管理協会北海道地方部会代表世話人 

         北海道大学保健センター長・教授           橋 野   聡 

        当番大学 

         帯広畜産大学保健管理センター長・教授        川 畑 秀 伸 
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講演Ⅰ「種々の抗ウイルス性物質の新型コロナウイルス感染制御対策への応用 

を目指した基礎研究」 

帯広畜産大学グローバルアグロメディシンセンター・助教  

  武田 洋平 
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講演Ⅱ「帯広畜産大学の社会貢献 －生殖補助医療によるセラピーホースの 

生産育成－」 

帯広畜産大学臨床獣医学研究分野 (動物医療センター長)・教授  

  南保 泰雄 

 

今、新たな乗用馬文化・馬事文化の推進が求められている。農林水産省の家畜

改良増殖目標（令和２年度より５ヵ年）によれば、「馬の多様な利活用」を目指

し、競技や乗馬クラブ等による従前からの利用に加え、近年ホースセラピー、障

がい者乗馬、教育、観光など多様な利活用が図られようとしている。 

これらの馬事文化の紹介や社会貢献活動を通じた、馬の更なる利活用の幅を

広げていくためには、小さな子どもでも扱いやすい日本在来馬や小格馬などの

活用により、馬とふれあう機会の積極的な創出も有効な取組である。また、希少

性に配慮した品種の計画的な生産と新しい生産技術の導入、あるいは保存およ

び品種による特性を活かした馬の利活用先を確保するなど、関係機関の連携、地

域の実情を踏まえた対応が重要である。国内には約 75,000 頭の馬の飼養、登録

がされているが、その中の小格馬と在来馬の割合は、全体のわずか 3%程度に過

ぎない（平成 30 年度農水省）。また、体高 130-140cm の障がい者乗馬に適した性

格のおとなしい馬を生産するために、計画的な生産事業や、おとなしい優秀な馬

とされる品種の生産が有用と考えられるが、安全に実施可能な乗馬の資源確保

が非常に難しい状況にある。一方、国内に８種類いる在来馬においても、飼養頭

数が減少しており、日本在来馬を基礎とした多様な利活用の拡大・発展、そして

需要と生産性の向上が希求されている。しかしながら、馬は季節繁殖性を有し、

かつ妊娠期間が約１年と長く、また、１分娩に１頭の子馬しか出産することがで

きないため、牛や豚と比較すると生産効率の低い家畜である。 

十勝地方は、元来国内有数の馬の生産育成に適した地域であり、帯広畜産大学

は、1941 年にその前身である帯広高等獣医学校として設立された。戦後、時代

の変遷とともに、馬の用途は縮小したものの、馬の存在を見なおすことが提言さ

れ、馬を活用した教育研究の充実、馬を介した地域社会・福祉への貢献、国際的

に比肩した馬学教育の向上を主たる目的とし、2014 年に馬介在活動室が設置さ

れた。併せて帯広市との連携協定・支援により、「障がい者乗馬」および「適応

指導教室 馬の総合体験学習」を実施してきた。また、入学生 250 名全員が馬に

騎乗する「全学農畜産演習 乗馬実習」の教育プログラムは、教育の特殊性の面

から高く評価されている内容となっている。 

さらに、帯広畜産大学では、日本中央競馬会の協力により、また米国コーネル

大学との共同研究により、セラピーホース等に適した馬の効率的生産ならびに

日本在来馬の繁殖効率の向上を目的として、現役乗用雌馬としての用途を継続
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している北海道和種馬に対して、繁殖検査、おとなしい優秀な馬とされる品種で

あるコネマラポニーの輸入凍結精液による人工授精、受精卵回収を実施し、代理

母馬の子宮への移植による生産技術を確立した。これにより、付加価値の高い乗

用馬および希少な在来馬に対する生殖補助技術を用いた生産モデルを確立する

とともに、大学の強みを活かし、馬を介した福祉活動の実現・発展を目指してい

る。 

これら馬が身近にいる環境は、本学動物医療センターでの動物診療において、

犬や牛の診療のみでは達成ことができない条件であった、馬の診療数増加や学

生への教育の提供を可能とした。その結果、帯広畜産大学共同獣医学課程の日本

初となる「ヨーロッパ獣医学教育国際認証」の取得(2019 年)にも大きな役割を

果たし、馬を介した教育・研究・社会貢献活動に重要な役割を果たした。 

学生が参画する課外活動や、持続可能な学生への教育活動の整備等を紹介す

るとともに、本学が実施している生食補助医療によるセラピーホースの生産例

や、地域に根差した今後の活動計画について紹介する。 
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研究発表 

 

演題１：本学における感染症対策の見直し  

 

北海道教育大学保健管理センター 

〇羽賀 將衛、石田 かおり、三上 麻紀、小野寺 千鶴子、 

河上 靖子、河合 和恵 

 

1. はじめに 

本学では，平成 20 年４月に新入学生 32 名の麻疹集団感染を経験したことを

契機に、麻疹対策を徹底させることを決め、平成 21 年度から、新入学生全員に

麻疹ワクチン接種歴あるいは抗体検査結果の提出を求めている。これにより、麻

疹に関しては全学生の 99％以上が免疫を有すると推測される状況が維持されて

いるが 1)、風疹については、麻疹のような詳細な調査および分析をしていなか

った。風疹は、平成 25 年に全国的な大流行が起こり、平成 30 年から令和元年に

かけてもこれに次ぐ大きな流行があり、今後も起こり得る流行に対して備えが

必要と考えられた。  

 

2. 対象と方法 

平成 26 年度から 30 年度までの新入学生のうち麻しん風しん第３期定期接種

の対象であった者、それぞれ 1043 名、1209 名、1216 名、1239 名、1224 名を対

象として、入学前健康アンケートの記載および添付された母子健康手帳のコピ

ーから、(1)麻疹および風疹のワクチン接種回数および接種時期、(2)麻疹ワクチ

ン接種が１回または０回だった者の本学入学前のワクチン接種あるいは抗体検

査の動向を可能な限り確認し、(3)麻疹のワクチン接種あるいは抗体検査の動向

が風疹ワクチンの接種回数に及ぼした影響を分析した。 

 

3. 結果 

麻疹ワクチンを２回以上接種している者の割合が 91.6〜94.3％であったのに

対し、風疹ワクチンを２回以上接種している者の割合は 80.9〜90.0％であった

（表 1、2）。 

風疹ワクチン接種が１回のみの者のうち、第３期定期接種および第３期の時

期以降の１回接種はいずれも MR ワクチン（麻しん風しん混合ワクチン）で、幼

児期の１回のみ接種はみな風疹単独ワクチンであった。 

風疹ワクチン接種が幼児期の１回または０回の者は、いずれも第 3 期定期接

種を受けておらず麻疹ワクチン接種も１回または０回であったため、本学への
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入学前に麻疹ワクチン接種を勧められていたが、MR ワクチンを接種した者はい

なかった。MR ワクチンを接種しなかった要因は、本学への入学が決まった後に

麻疹単独ワクチンを接種したことが 41.2％。同じく麻疹抗体検査を受けたこと

が 45.5％、その他不詳が 13.3％であった（表 3）。 

 

表 1 新入学生の麻疹ワクチン接種回数 

  
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

(n=1043) (n=1209) (n=1216) (n=1239) (n=1224) 

2 回以上 92.6% 91.6% 92.8% 94.3% 91.6% 

1 回 4.3% 3.6% 2.6% 2.5% 3.2% 

0 回 2.8% 4.2% 4.0% 2.6% 4.2% 

 

表 2 新入学生の風疹ワクチン接種回数 

  
平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

(n=1043) (n=1209) (n=1216) (n=1239) (n=1224) 

2 回以上 81.2% 82.4% 83.2% 87.7% 90.6% 

1 回 17,7% 14.8% 14.0% 11.0% 8.2% 

0 回 1.1% 2.8% 2.50% 1.6% 1.2% 

 

表 3 MR ワクチンを接種しなかった要因 

麻疹単独ワクチンを接種した 124 人(41.2%) 

麻疹抗体検査を受けた 137 人(45.5%) 

その他、不詳 40 人(13.3%) 

 

4. 考察 

平成 21 年度から開始した麻疹対策により、本学では、学生のほぼ全員が麻疹

に対して免疫を有すると推測される状況が維持されている 1)。その一方で、麻

疹にのみ重点を置いた本学の感染症対策のあり方が、風疹ワクチン接種が不完

全な状態になっている背景にあると考えられた。 

風疹は、平成 25 年および平成 30 年から令和元年にかけて全国的な流行があ

り、今後も同様の大きな流行が起こる可能性を否定できない。そこで、今年度か

らは、風疹についても麻疹と同様にワクチン接種歴あるいは抗体検査結果の提

出を求めることとした。これにより、麻疹、風疹ともに、全学生が免疫を有する

と推測される状況を得ることができると期待される。 

医療系の大学や学部では、麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、B型肝炎の５

疾患に対するワクチン接種あるいは抗体検査が一般的に行われているが 2,3)、
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非医療系大学でどこまで対策を実施するかは、今後の検討課題である。すでに定

期接種となっている水痘ワクチンおよび B 型肝炎ワクチンについては、定期接

種の対象年代が大学に入学してくるまでには本学の対応方針を決めておくべき

と考える。流行性耳下腺炎ワクチンについては、今後、定期接種になるかどうか

など、状況を踏まえて検討したい。 

 

5. 結語 

これまでの本学の感染症対策は、麻疹の排除には有効であった一方で、風疹

対策が不完全になっており、風疹についても麻疹と同様の対策をとるべきであ

ると考えられた。 

 非医療系大学でどこまで感染症対策を実施するか、今後も検討が必要であ

る。 

 

 

引用文献 

1) 羽賀將衛,石田 香,三上麻紀,小野寺千寿子,河上靖子,河合和恵. 本学新入

学生の麻疹ワクチン接種動向－第 3期・第 4期定期接種対象年代による比較

－. 北海道教育大学紀要（自然科学編）.70(1):27-30,2018  

2) 渡部敏恵,衛藤雅昭,小池勇一,佐藤 研,加藤靖正,馬場 優. 4 種ウイルス

感染症における抗体陽性率および感受性率の年次推移について－風疹・麻

疹・ムンプス・水痘の血清抗体価解析－. CAMPUS HEALTH. 56(2):104-110, 

2019 

3) 福島敬子,横田仁子,内田啓子. 医学部・看護学部の女子学生における B型

肝炎ワクチン接種後の獲得抗体価の推移. CAMPUS HEALTH. 56(2):130-136, 

2019 
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演題２：キャンパスにおける換気状況モニタリングに向けた二酸化炭素観測網 

の構築 

 

北見工業大学 

〇谷口 空、藤井 悠乃介、奥村 貴史 

 

1. はじめに 

大学保健管理における新型コロナウイルス対策としては、学内における学生

教職員の間の接触を減らすと共に、やむを得ない接触への対策として、可能な限

りの換気が求められている。しかしながら、北海道の建物は厳寒期への対策とし

て気密が高く、効果的な換気が行えているかを確認する手段も明確ではない。産

業衛生分野では、換気状況の確認に際しては二酸化炭素(CO2)濃度が簡便な代替

指標として活用されてきたが、教室や研究室、執務室や図書館といった様々な環

境を含む大学キャンパスの換気状況をモニタリングする手段も確立されていな

かった。そこで我々は、北見工業大学のキャンパス各所に CO2 濃度を計測出来

るセンサを多数設置し、学内における CO2 濃度を集中的に、かつ、長期間に渡っ

て計測しうる観測網の構築を進めているため、その現状を報告する。 

 

2. 方法 

CO2 の測定のためには、電子的な CO2 濃度計を利用することがもっとも安価で

簡便である。しかしながら、この方法では、連続測定が困難である他、長期的な

計測も、計測結果の集中管理にも適さない。これらの問題を解決するために、今

回 、 小 型 CO2 セ ン サ (MHZ19-C) を Wi-Fi 付 き ⼩ 型 コ ン ピ ュ ー タ

(RaspberryPiZeroWH)に組み合わせると共に、計測データを表計算ソフト

(Google スプレッドシート)へとインターネット経由で連続的に送信する CO2 モ

ニタリング装置を自作した。これにより、学内各所における CO2 濃度を常時監

視すると共に、今後の分析のため自動記録することが可能となった。  

 

3. 考察 

厚生労働省によれば、新型コロナウイルス対策として CO2 濃度を 1000ppm 以

下に保つことが望ましいとされている。しかし、これはビル管理法に由来した基

準であり、感染症対策の濃度として設定された数値ではない。また、道内大学キ



18 
 

ャンパスにおける換気状況の経年的 データは蓄積がないことから、本観測網に

より得られる換気データと今後のキャンパスにおける感染データを用いること

により、換気と感染の関係に関する感染症数理モデルの構築などの発展が期待

される。  

 

4. 結語 

新型コロナ感染症対策においては、換気の重要性が認識されてきたが、その状

況のモニタリング や効果の定量化については十分な研究の蓄積が無かった。今

回、大学キャンパスにおける CO2 濃度の観測網の敷設を通じて換気状況をモニ

タリングすることが可能となった。ただし、現在の計画ではすべての教室や研究

室をカバーすることは出来ないため、今後、学内における安定運用の実績を作る

ともに、観測網の拡大を図り、長期間にわたる観測データの蓄積と感染症対策へ

の活用事例の確立を実現したい。 
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演題３：帯広畜産大学における学生支援の取り組み（話題提供） 

 

帯広畜産大学保健管理センター 

○ 守谷 恭輔、川畑 秀伸、石原 鮎美 

 

1. はじめに 

帯広畜産大学において学生相談室が行っている学生支援の取り組みについて

紹介する。学生相談室は、常勤１名と非常勤１名の体制で、学生に関わる相談、

ハラスメント相談、合理的配慮の対応などを行っている。 

過去５年間の相談者数は約 120～150 名で微増傾向にある。年間相談回数は約

500～600 回で推移しほぼ横ばいである。相談回数の約８割が学生からの相談、

約２割が教職員、保護者からも少数の相談を認めている。令和２年度は新型コロ

ナウイルス感染症対策による登校制限などの影響のため、例年に比べ前期は相

談件数が少なく、後期は相談件数が多かった。相談内容は、例年と同じような内

容であったが、研究に関わる学生の修学相談が後期に集中した。 

合理的配慮の対応については、合理的配慮が必要な学生が、本学では年々増え

ており、必要な合理的配慮内容の相談と決定、その配慮内容の教職員への伝達や

調整といった活動が活発となっている。 

 

2. 特別修学支援室における合理的配慮のながれ 

特別修学支援室は、教員４名、学生支援課と入試・教務課の課長が各１名、学

生相談室の心理士１名、保健管理センターの医師１名の８名から構成さており、

合理的配慮が必要な学生への具体的支援内容を話し合い、決定する組織である。

合理的配慮として提供するまでの流れは、まず学生相談室などで学生からの相

談を受けた後、合理的配慮に関する情報を得るための面談を行い、本人の現状や

希望を十分に把握する。その情報やその他医学的情報などを基に、特別修学支援

室にて協議検討し、支援案決定して学生へ伝える。その支援案で問題が無ければ、

支援を開始し、支援案が了承できない場合は、特別修学支援室にて支援内容を再

検討し、学生の意向とすり合わせを行う。半期が終わった時点で学生と支援室員

で、支援内容の振り返りを行い、支援の継続なども確認している。 
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3. 考察 

本学の合理的配慮の現状と今後の課題については、同規模の大学等よりも支

援を受けている学生が少ない可能性があるため、合理的配慮に関する支援体制

が整っていることを学生や保護者、教職員へさらに周知する必要がある。 

また、他大学で行われている支援は概ね実施しているが、学生の特性を把握

してそれを育成し、就職につなげていくような支援の実現が今後の課題と考え

る。 

 

4. まとめ 

学生相談室の活動の紹介を通じて、学生に関わる相談は、相談者数の微増と

相談回数の横ばいがみられ、合理的配慮の提供に関する活動は年々増えてい

た。合理的配慮の支援制度については、関係者による本制度の更なる理解と支

援内容の充実が求められている。 
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